
さいたま市告示第４９６号 

さいたま市水道局告示第２９号

 令和３・４年度のさいたま市及びさいたま市水道局が発注する建設工事の請負に係る一般競争入札

又は指名競争入札に参加を希望する者の資格審査に関する等級の区分（以下「等級区分」という。）の

方法を定めたので、次のとおり公表する。 

令和３年３月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市水道事業管理者 小 島 正 明 

１ 等級区分する業種 

  等級区分は、土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業、電気工事業、管工事業、舗装工事業

及び造園工事業について行うものとし、他の業種については行わない。 

２ 等級区分する方法 

  等級区分は、３に定める資格審査数値及び４に定める技術者数を基に５に定める等級区分基準に

従って、業種ごとに行うものとする。 

３ 資格審査数値 

  資格審査数値は、次に掲げる点数を合計した数値とする。 

□⑴ 経営事項審査の総合評定値 

   建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３に規定する経営事項審査の総合評定値

（平成２０年国土交通省告示第８５号（以下「国土交通省告示」という。）第一に規定する経営規

模、経営状況、技術力及びその他の審査項目（社会性等）を、国土交通省告示第二に定める基準

（以下「国土交通省告示に定める基準」という。）に従って審査し、国土交通省告示並びに平成２

０年１月３１日付け国総建第２６９号「経営事項審査の事務取扱について」及び同別紙「経営規

模等評価の結果を評点で表す方法」（以下「事務取扱別紙」という。）により算出した評点とする。 

ただし、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業

組合並びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合（以

下「協同組合等」という。）のうち、建設業法第３条の規定による許可を受け、かつ、官公需適格

組合の証明を受けた者であって資格審査に係る工事種別の官公需適格組合の算出方法の特例を希

望する者（以下「組合」という。）については、次のとおり取り扱うものとする。 

  ア 経営規模及び技術力の審査は、当該組合と５以内の組合員（当該組合の理事並びに当該組合

の理事又は組合員が代表者となっている法人を含む。以下同じ。）の次に掲げる事項の合計値を

用いて、国土交通省告示に定める基準に準じて行うものとする。 

(ア) 工事の種類別年間平均完成工事高 

(イ) 工事の種類別年間平均元請完成工事高 

(ウ) 自己資本の額

(エ) 利益額

(オ) 技術職員の数



イ 経営状況及びその他の審査項目（社会性等）の評点は、当該組合と５以内の組合員の事務取

扱別紙に定める当該評点の平均値（小数点以下第１位を四捨五入した数値）を用いるものとす

る。

⑵ 発注者別評価点

発注者別評価点は、次に定める項目の付与点数を合計した点数とする。ただし、発注者別評価

点の合計が０点未満となった場合には、発注者別評価点の合計を０点とする。また、協同組合等

については、当該協同組合等として要件を満たしている場合を加減点対象とする。 

評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

災害時復旧協

力協定締結 

以下のいずれかに該当する者 

○ さいたま市長と「大規模災害時に

おける災害応急対策業務及び建設

資材調達に関する協定」を締結して

いる団体に加盟し、応急復旧業務・

工事に協力することとなっている

こと

○ さいたま市水道事業管理者と「災

害時における復旧工事の協力に関

する協定」を締結している団体に加

盟し、復旧工事に協力することとな

っていること

○ さいたま市長と「災害時における

電気設備の復旧に関する協定」を締

結している団体に加盟し、復旧活動

等の支援に関して協力することと

なっていること

○ 上記と類似の協定等について、さ

いたま市長又はさいたま市水道事

業管理者と災害時における応急復

旧業務に関する協定等を締結して

いる団体に加盟し、又は協定等を締

結し、応急復旧工事に協力すること

となっていること 

なお、締結している協定等は令和

２年９月１日現在有効なもののみ

とする。 

３０点 協定締結団体に

加盟又は協定を

締結している

者・申請全業種

品質管理 公益財団法人日本適合性認定協会（以

下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢと相

互認証している認定機関に認定されて

いる審査登録機関が認証したＩＳＯ９

００１の認証を取得している場合 

１０点 全者・申請全業種

優秀建設工事

業者表彰 

令和元年度・令和２年度に「さいたま

市優秀建設工事業者表彰」を受けた者

受賞１案件につき２０

点 

受賞者・該当業

種 

入札参加停止 平成３１年１月１日から令和２年１

２月３１日までの間の入札参加停止の

期間に応じて減点 

１月につき－５点 全者・申請全業種



評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

工事成績 ① 平成３１年１月１日から令和２年

１２月３１日までの間に受けた本市

発注工事の工事検査に係る工事成績

の平均点に応じ加減点 （ 共同企業体

での実績は除く。また、実績のない者

は０点とする｡） 

工事成績 

平均点 

加減点 全者・該当業種

８２点以上３０点 

７９点以上

８２点未満

２０点 

７６点以上

７９点未満

１０点 

６５点以上

７６点未満

０点 

６５点未満－２０点 

② ①の算出の基礎となった工事成績

中６５点に満たない案件があった場

合 

１案件につき－５点 

地域加算 さいたま市内に建設業法に基づく主

たる営業所を有する者 

２０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種

女性技術者又

は若手技術者

の雇用 

建設業法第７条第２号及び同法第１

５条第２号に規定する専任の技術者（実

務経験のみによるものは除く。）になり

得る女性技術者又は若手技術者（申請日

現在３５歳未満の者）が１人以上常勤し

ている場合（従業員にあっては申請日に

おいて既に３か月以上の雇用関係にあ

り、以後１年以上の雇用が見込まれるも

のに限る。） 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種



評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

ＣＰＤＳ／Ｃ

ＰＤ（継続学

習）の取組み

状況 

ＣＰＤＳ／ＣＰＤ（継続学習）に取

組んでいる技術者の取得した単位数に

応じ、申請時に在籍している企業に対

し、加点する。ただし、下記➊～➌に

ついては、平成２７年１０月１日から

令和２年９月３０日の期間で取得した

もの、➍については、平成２８年４月

１日から令和２年９月３０日の期間で

取得したものとする。 

➊ 「一般社団法人全国土木施工管

理技士会連合会」が実施する継続

学習制度における企業ごとの取得

単位数 

➋ 「建築ＣＰＤ運営会議」が実施

する情報提供制度(ＣＰＤ)におけ

る企業ごとの認定時間数 

➌ 「公益社団法人土木学会」が実

施する継続学習制度における企業

ごとの取得単位数 

➍ 「造園ＣＰＤ協議会」が実施す

る継続教育制度(ＣＰＤ)における

企業ごとの取得単位数 

➊一般社団法人全国土

木施工管理技士会連合

会 

取得単位数 配点 

１～１９ １点 

２０～３９ ２点 

４０～５９ ４点 

６０～７９ ６点 

８０～９９ ８点 

１００～ １０

点 

➋建築ＣＰＤ運営会議

取得単位数 配点 

１～１１ １点 

１２～２３ ２点 

２４～３５ ４点 

３６～４７ ６点 

４８～５９ ８点 

６０～ １０

点 

➌公益社団法人土木学

会、➍造園ＣＰＤ協議

会 

取得単位数 配点 

１～４９ １点 

５０～９９ ２点 

１００～ 

１４９ 

４点 

１５０～ 

１９９ 

６点 

２００～ 

２４９ 

８点 

２５０～ １０

点 

※申請業種ごとの上限

は１０点とする 

市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者 

➊対象業種 

土木工事業 

管工事業 

舗装工事業 

➋対象業種 

建築工事業 

電気工事業 

管工事業 

➌対象業種 

土木工事業 

管工事業 

舗装工事業 

➍対象業種 

造園工事業 



評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

障害者雇用 〇 障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和３５年法律第１２３号）第

４３条に係る報告義務がある場合、

申請日直近の６月１日現在において

雇用する障害者の数が法定雇用障害

者数以上であり、主たる営業所を管

轄する公共職業安定所に障害者の雇

用に関する報告書を提出した者。 

〇 障害者の雇用の促進等に関する法

律第４３条に係る報告義務がない場

合、申請日時点において障害者を１

人以上雇用し、障害者雇用の状況を

提出した者。 

２０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種

環境への配慮

等 

ＪＡＢ又はＪＡＢと相互認証してい

る認定機関に認定されている審査登録

機関が認証したＩＳＯ１４００１の認

証を取得している場合、又は一般財団

法人持続性推進機構によりエコアクシ

ョン２１の認証を取得している場合 

１０点 全者・申請全業

種 

子育て支援 次世代育成支援対策推進法（平成１

５年法律第１２０号）に基づく一般事

業主行動計画を策定し、同法第１２条

の規定による届出を労働局へ提出した

場合（申請日現在、一般事業主行動計

画の計画期間中であること）、又は同

法第１５条の２の規定による認定を受

けている場合 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種

女性の活躍推

進 

女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（平成２７年法律第６４

号）に基づく一般事業主行動計画を策

定し、同法第８条の規定による届出を

労働局へ提出した場合（申請日現在、

一般事業主行動計画の計画期間中であ

ること）、又は同法第１２条の規定に

よる認定を受けている場合 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種



評価項目 条件 付与点数 
対象者及び 

対象業種 

消防団協力事

業所 

さいたま市消防団協力事業所表示制

度実施要綱第６条の規定により、消防

団協力事業所として認定を受けている

者。 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種

協力雇用主 法務省さいたま保護観察所に協力雇

用主として登録されている者。 

１０点 市内に建設業法

に基づく主たる

営業所を有する

者・申請全業種

その他 以下のいずれかに該当する者 

〇 さいたま市と包括連携協定を締

結している者 

〇 さいたま市ＣＳＲチャレンジ企

業として認証されている者 

〇 さいたま市健康経営企業として

認定されている者 

１０点 該当者・申請全

業種 

４ 技術者数 

  技術者数は、１級相当技術者の数であり、さいたま市競争入札参加資格に関する公示に定める資

格審査基準日の経営事項審査における総合評定値通知書の技術職員数の一級欄に記載された者の数

とする。なお、官公需適格組合については、３⑴ア(ｵ)に定める技術職員のうち１級相当技術者の合

計値とする。

５ 等級区分基準 

⑴ 土木工事業

等級 基準 

Ｓ 資格審査数値が１０００点以上、かつ、１級相当技術者数が１０人以上

Ａ 資格審査数値が８００点以上、かつ、１級相当技術者の数が５人以上 

Ｂ 資格審査数値が７００点以上、かつ、１級相当技術者の数が２人以上 

Ｃ 資格審査数値が７００点未満 

⑵ 建築工事業

等級 基準 

Ｓ 資格審査数値が１０００点以上、かつ、１級相当技術者数が１０人以上

Ａ 資格審査数値が８００点以上、かつ、１級相当技術者の数が３人以上 

Ｂ 資格審査数値が７００点以上、かつ、１級相当技術者の数が１人以上 

Ｃ 資格審査数値が７００点未満 



⑶ とび・土工工事業、電気工事業及び舗装工事業 

等級 基準 

Ａ 資格審査数値が８２０点以上、かつ、１級相当技術者の数が３人以上 

Ｂ 資格審査数値が７１０点以上 

Ｃ 資格審査数値が７１０点未満 

⑷ 管工事業 

等級 基準 

Ａ 資格審査数値が８２０点以上、かつ、１級相当技術者の数が３人以上 

Ｂ 資格審査数値が７１０点以上、かつ、１級相当技術者の数が１人以上 

Ｃ 資格審査数値が７１０点未満 

⑸ 造園工事業 

等級 基準 

Ａ 資格審査数値が７５０点以上、かつ、１級相当技術者の数が１人以上 

Ｂ 資格審査数値が６００点以上 

Ｃ 資格審査数値が６００点未満 


